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３ 結果とまとめ 

 重点指導団地の死亡率は 15.2％から 4.9％（平成 28 年 2 月末時点）に大きく改善され、

農場及び豚舎間交差汚染の防止やワクチン接種の励行等により、団地における死亡率の低

減には指導効果を得ている。また、交差汚染防止対策に積極的に取り組むなど、農家の衛

生対策に対する意識向上もみられる。 

重点指導団地における今シーズンの発生は抑止できなかったものの、団地内 6 農場中 5

農場の発生に留まっている。今後とも、新たな発生防止及び発生農場における早期の非発

生農場への復帰に向け継続指導を行っていく。 

 

 


